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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
レンズの外周部から所定量離れた位置である第１の位置から、前記レンズの外周部の中心
軸を通過するように、前記レンズの非球面を測定子で走査することによって、前記レンズ
の非球面の断面形状を計測する第１の計測ステップと、
前記レンズの外周部の中心軸を回転軸として前記レンズを半回転させて配置し、前記レン
ズの外周部から前記所定量離れた位置である第２の位置から、前記レンズの外周部の中心
軸を通過するように、前記レンズの非球面を前記測定子で走査することによって、前記レ
ンズの非球面の断面形状を計測する第２の計測ステップと、
前記第１、第２の計測ステップにおいて計測された前記レンズの非球面の断面形状に基づ
いて、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの距離をそれぞれ求め
、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの各距離に基づいて、前記
レンズの非球面の偏心軸の偏心量を算出する算出ステップを含むことを特徴とするレンズ
の非球面の偏心軸の偏心測定方法。
【請求項２】
ベルクランプによってレンズの位置を調整する第１の調整ステップと、
前記ベルクランプの中心軸から所定量離れた位置である第１の位置から、前記ベルクラン
プの中心軸を通過するように、前記レンズの非球面を測定子で走査することによって、前
記レンズの非球面の断面形状を計測する第１の計測ステップと、
前記ベルクランプの中心軸を回転軸として前記レンズを半回転させてから、ベルクランプ



(2) JP 4764040 B2 2011.8.31

10

20

30

40

50

によって前記レンズの位置を調整する第２の調整ステップと、
前記ベルクランプの中心軸から前記所定量離れた位置である第２の位置から、前記ベルク
ランプの中心軸を通過するように、前記レンズの非球面を前記測定子で走査することによ
って、前記レンズの非球面の断面形状を計測する第２の計測ステップと、
前記第１、第２の計測ステップにおいて計測された前記レンズの非球面の断面形状に基づ
いて、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの距離をそれぞれ求め
、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの各距離に基づいて、前記
レンズの非球面の偏心軸の偏心量を算出する算出ステップを含むことを特徴とするレンズ
の非球面の偏心軸の偏心測定方法。
【請求項３】
前記第１、第２の計測ステップにおいて、前記レンズの非球面の断面形状を複数の断面に
ついて計測し、前記算出ステップにおいて、前記複数の断面のそれぞれについて、前記レ
ンズの非球面の偏心軸の偏心量を算出することを特徴とする請求項１または２に記載のレ
ンズの非球面の偏心軸の偏心測定方法。
【請求項４】
前記第１、第２の計測ステップにおいて、前記レンズの非球面の断面形状を互いに直交す
る断面について計測することを特徴とする請求項３に記載のレンズの非球面の偏心軸の偏
心測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は曲面の偏心量、例えば球面や非球面の偏心量を測定するのに好適なレンズの非
球面の偏心軸の偏心測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルカメラ，ビデオカメラ等に用いられている各種の光学系において、光学
性能の向上及び光学系の小型化のために非球面レンズが多く採用されている。
【０００３】
　非球面レンズの光軸（非球面軸）は、球面レンズの光軸と同様に取り扱うことができな
い。
【０００４】
　球面レンズの光軸は、第１面の球心位置と第２面の球心位置を結んだ直線である。球面
レンズの光軸の検出方法には、例えば「反射式心出し方法」や「透過式心出し方法」があ
る（非特許文献１）。
【０００５】
　これに対して回転対称軸をもつ非球面形状の面を有する非球面レンズの場合の非球面軸
は、非球面形状に対して唯一１本が定義されるため、従来の「反射式心出し方法」や「透
過式心出し方法」の原理では非球面軸の測定ができない。
【０００６】
　従来、非球面偏心量の測定方法が種々と提案されている（特許文献１～３）。その基本
原理は、被検レンズを回転レンズ保持部材で保持し、回転レンズ保持部材の回転軸に被検
レンズの非球面近軸曲率中心が合致するように被検レンズを滑らせて調整保持し、被検レ
ンズを回転させながら被検レンズの輪帯状の表面測定点の変位量、レンズ外径フレ量、回
転軸の回転角度情報等から非球面レンズの偏心量を測定するものである。
【０００７】
　回転レンズ保持部材の回転軸に被検レンズの非球面近軸曲率中心を合致させるには、オ
ートコリメーション法を用いて被検レンズの面に投影する光の反射像のフレを検出し、フ
レ量が最小となるように被検レンズを保持部材上で滑らせて調整保持させている。
【０００８】
　しかし、この合致させる作業には、熟練と時間を要し、測定者の習熟度合いにより測定
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精度が左右されるという問題がある。
【０００９】
　合致させる作業の残存誤差分は合致残存誤差量を測定し演算で補正する工夫もなされて
いるが、被検レンズの面精度にアスやクセと呼ばれる製造誤差が存在すると、オートコリ
メーション法での反射像が回転に伴い異形状に変化するため合致精度が不正確になる問題
がある。
【００１０】
　また、回転レンズ保持部材を回転させたときの被検レンズの面上のある測定点の変位量
を測定する方法は、非球面の有効範囲のある特定の輪帯状測定データの情報から非球面偏
心量を算出することになる。
【００１１】
　非球面形状に微小なねじれたような非球面形状誤差が存在すると測定する輪帯状の測定
位置により測定結果が異なる、具体的には非球面有効範囲の３割の場合、５割の場合、７
割の場合、・・・、１０割の場合等、中心からの距離によって偏心量の測定結果が異なる
問題がある。この原因は、実際に製造誤差を伴う非球面の非球面軸は、近軸曲率中心とあ
る特定の測定点からの情報だけでは一意的に決まらないからである。
【００１２】
　この問題を解決するには、非球面形状の有効範囲の非球面形状そのものを測定し、その
実測非球面形状から最適な非球面軸の位置と傾きを定義するのが望ましい。
【００１３】
　３次元位置測定器を用いて被検非球面レンズ保持部材と保持された非球面レンズの形状
データを測定し、非球面軸の偏心量を測定する方法が知られている（特許文献４）。
【非特許文献１】レンズ・プリズム加工技術‘７９：光学工業技術研究組合
【特許文献１】特公平８－１２１２６号公報
【特許文献２】特許第２７３５１０４号公報
【特許文献３】特許第２７３５１０６号公報
【特許文献４】特開平７－２２９８１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　特許文献４で開示されている方法によればレンズ保持部材を回転させることなく、高精
度にレンズ保持部材位置を基準とした非球面軸の偏心測定ができる。またレンズ外径部を
３次元測定することによりレンズ外径に対する非球面軸の偏心測定も可能である。しかし
この方法は複雑な３次元位置測定器が必要であり、２次形状測定と比較し膨大なデータを
使用するため、測定及びデータ処理に時間がかかるという問題がある。
【００１５】
　現在非球面形状測定器の代表的なものとしてフォームタリサーフがある。１９８４年に
発表されたフォームタリサーフは接触式の表面粗さ測定器に表面形状を測定する機能を持
たせた２次元形状測定器である。
【００１６】
　２次元の非球面形状測定器では測定する被検レンズの設計基準非球面の断面形状と、実
測した非球面の断面形状との誤差量を演算し評価している。
【００１７】
　設計基準非球面形状の光軸の座標軸と実測非球面形状の光軸の座標軸とが合致していれ
ば単純な差分が非球面形状誤差となる。
【００１８】
　しかし、通常の場合、被検レンズ自体の偏心成分や被検レンズを測定器に保持するとき
の位置や傾き誤差等が発生し実測非球面形状の光軸の座標軸は設計基準非球面形状の光軸
とは一致しない。
【００１９】
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　そこで、一般的に非球面形状測定器は、実測非球面形状データから非球面軸の位置及び
傾斜を演算により探索し（演算し）、探索した非球面軸データを基に実測非球面形状の光
軸が設計非球面形状の光軸と一致するように座標変換し非球面形状誤差量を演算している
。
【００２０】
　従来の２次元非球面形状測定器の座標系において被検非球面レンズの実測形状から、測
定走査方向の非球面軸の位置と傾きの探索データは算出されているが、被検非球面レンズ
の外径に対する非球面軸の偏心量が検出できていない問題がある。
【００２１】
　レンズ外径に対する非球面軸の偏心量を測定するためには、レンズ外径部と非球面レン
ズ形状を同時に測定すればよいのであるが、従来の２次元形状測定方法では非球面形状測
定と同時にレンズ外径位置の測定を行うこと困難であった。
【００２２】
　本発明は、レンズ外径部を測定することなく、曲面形状保証範囲内の曲面形状測定のみ
でレンズ外径に対する曲面軸の偏心測定ができるレンズの非球面の偏心軸の偏心測定方法
の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　本発明のレンズの非球面の偏心軸の偏心測定方法は、レンズの外周部から所定量離れた
位置である第１の位置から、前記レンズの外周部の中心軸を通過するように、前記レンズ
の非球面を測定子で走査することによって、前記レンズの非球面の断面形状を計測する第
１の計測ステップと、
前記レンズの外周部の中心軸を回転軸として前記レンズを半回転させて配置し、前記レン
ズの外周部から前記所定量離れた位置である第２の位置から、前記レンズの外周部の中心
軸を通過するように、前記レンズの非球面を前記測定子で走査することによって、前記レ
ンズの非球面の断面形状を計測する第２の計測ステップと、
前記第１、第２の計測ステップにおいて計測された前記レンズの非球面の断面形状に基づ
いて、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの距離をそれぞれ求め
、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの各距離に基づいて、前記
レンズの非球面の偏心軸の偏心量を算出する算出ステップを含むことを特徴としている。
　この他、レンズの非球面の偏心軸の偏心測定方法は、ベルクランプによってレンズの位
置を調整する第１の調整ステップと、
前記ベルクランプの中心軸から所定量離れた位置である第１の位置から、前記ベルクラン
プの中心軸を通過するように、前記レンズの非球面を測定子で走査することによって、前
記レンズの非球面の断面形状を計測する第１の計測ステップと、
前記ベルクランプの中心軸を回転軸として前記レンズを半回転させてから、ベルクランプ
によって前記レンズの位置を調整する第２の調整ステップと、
前記ベルクランプの中心軸から前記所定量離れた位置である第２の位置から、前記ベルク
ランプの中心軸を通過するように、前記レンズの非球面を前記測定子で走査することによ
って、前記レンズの非球面の断面形状を計測する第２の計測ステップと、
前記第１、第２の計測ステップにおいて計測された前記レンズの非球面の断面形状に基づ
いて、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの距離をそれぞれ求め
、前記第１、第２の位置から前記レンズの非球面の偏心軸までの各距離に基づいて、前記
レンズの非球面の偏心軸の偏心量を算出する算出ステップを含むことを特徴としている。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば曲面形状保証範囲内の曲面形状測定のみでレンズ外径に対するレンズの
非球面の偏心軸の偏心測定ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
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【実施例１】
【００２６】
　図１は本発明の偏心測定装置の実施例１の概略断面図、図５は図１の一部分の要部斜視
図である。図１において、１は被検レンズ（レンズ）であり、球面レンズや非球面レンズ
より成っている。２は被検レンズ１の光軸方向の位置を決めるための受け治具（レンズ保
持部材）、３は被検レンズ１の光軸と垂直方向の位置を決めるための突き当て部、４は被
検レンズ１の面上を走査し、面形状を測定する測定子（走査子）である。
【００２７】
　図５において、被検レンズ１を、円筒形の受け治具２に載せ、光軸と垂直方向の位置決
めをする位置決め部材３に突き当てた状態で、受け治具２の貫通孔２ａから空気（air）
を吸引し内圧を下げて被検レンズ１を受け治具２に吸着固定している。
【００２８】
　突き当て部材３はＬ字型の部材で被検レンズ１のレンズ外周部分の２箇所が突き当たる
ように設定し、被検レンズ１を位置を決めて保持固定している。
【００２９】
　実施例１ではレンズ外径が円形の被検レンズ１の実施例を説明しているが、レンズ外形
が矩形形状の被検レンズでも同様に測定が可能である。
【００３０】
　図１の受け治具２及び突き当て部材３はステージ台５の上に固定されている。
【００３１】
　ステージ５は、４軸の調整機構（不図示）を有している。
【００３２】
　図１において紙面左右方向の座標系をＸ軸、紙面手前から奥方向（紙面垂直方向）をＹ
軸、紙面上下方向をＺ軸とする。
【００３３】
　本実施例１では、Ｘ軸Ｙ軸に沿って直線移動を行う２軸水平移動機構と、Ｘ軸Ｙ軸を中
心に回転移動を行うの２軸角度調整機構を有している。
【００３４】
　次に実施例１での偏心測定手順を説明する。実施例１では被検レンズとして非球面レン
ズを例にとり説明するが球面レンズであっても良い。
【００３５】
　まず、測定前に測定治具の設定を行う。
【００３６】
　受け治具２及び突き当て部材３をステージ台５の上に固定する前に、偏心測定装置に対
してステージ台５の水平出しを行う。具体的には、測定子４をステージ台５に接触させ、
Ｘ軸方向に走査測定し表面形状が水平になるように角度ステージを調整する。次に、ステ
ージ台５のＹ軸方向に水平移動させ測定子４の高さが変化しないように角度調整をおこな
い、ステージ台５の水平出しを行う。
【００３７】
　ステージ台５の上にレンズ受け治具２及び突き当て部材３を設置する。
【００３８】
　先ずレンズ受け治具２を固定し、被検レンズ１を受け治具２に載せる。
【００３９】
　突き当て治具３を被検レンズ１に突き当てた状態で被検レンズ１の中心と受け治具２の
中心が一致する状態で突き当て治具３を固定する。
【００４０】
　そして貫通孔２ａから空気を吸収し、被検レンズ１を受け治具２に固定する。
【００４１】
　被検レンズ１の非球面形状を走査測定する測定子４が、被検レンズ１の外径中心（中心
軸）を通過するようにステージ台５の位置を調整する。
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【００４２】
　次に、レンズ外径に対する非球面軸の偏心測定方法について説明する。
【００４３】
　図１に示す状態で第１回目の被検面の非球面形状を測定（計測）する、測定は測定子４
が被検面上の所定位置から所定量離れた第１の基準位置である非球面形状保証範囲内（有
効径内）の測定開始点Ｓから測定終了点ＥまでをＸ方向に走査測定する。
【００４４】
　次に、レンズ保持部材２及び突き当て治具３は固定のまま、被検レンズ１のみを１８０
度回転させて図２に示す状態に被検レンズ１を保持固定し、測定子４で第１回目と反対の
経路で同一の測定開始点Ｓから測定終了点ＥまでＸ方向に走査して、２回目の非球面形状
を走査測定する。
【００４５】
　第１回目の測定データと２回目の測定データ（計測結果）からレンズ外径に対する同一
断面内の非球面軸（偏心軸）Ｌａの偏心情報を算出する。
【００４６】
　このときの算出方法は、次のとおりである。
【００４７】
　図１９（Ａ）はレンズ面形状の任意の点を測定座標原点の基準として、走査子（測定子
）４で走査して実測したレンズ面形状を示している。
【００４８】
　横軸は走査方向（Ｘ方向）、縦軸は形状を表わすＺ方向である。
【００４９】
　図１９（Ｂ）は設計基準の座標系での理想的レンズ形状（被検レンズ面の設計値の形状
）を示している。
【００５０】
　本実施例では、図１９（Ａ）の実測レンズ形状の生データのままでは、実測レンズ面形
状の軸及び形状誤差を求めることができない。
【００５１】
　そこで、図１９（Ａ）の実測レンズ形状の生データと図１９（Ｂ）の理想的設計基準レ
ンズ形状との誤差が最小となるように座標変換（フィッティング）し、図１９（Ｃ）に示
すようにレンズ面軸の位置Ｘａと傾きεとを合致させて求めている。
【００５２】
　図３，図４は図１９（Ｃ）の状態での設計基準レンズ面の形状と実測レンズ面の形状と
の差を算出した結果を示している。
【００５３】
　尚、図３は第１回目の非球面形状誤差の測定結果、図４は第２回目の非球面形状誤差の
測定結果を示している。
【００５４】
　測定座標系での実測レンズ面形状のレンズ面軸Ｌａの傾き量εは実測レンズ面形状と設
計基準レンズ面形状を合致させる工程において探索される値である。図３，図４は、傾き
量εが補正された新たなＸ’Ｚ’座標系での形状誤差量を表示している。
【００５５】
　非球面形状誤差の測定結果は、演算手段によって、前述の如く測定開始位置Ｓから終了
位置Ｅまで測定子４が走査測定した実測非球面形状（実測非球面形状データ）と、既知の
設計基準非球面形状との誤差が最小となるように実測非球面形状の最適非球面軸Ｌａの位
置と傾き（即ち測定データと設計値とをフィッティングしたときの傾き量）を探索し、設
計基準非球面形状と照合し誤差を算出した結果より、位置Ｃ、Ｃ’や傾きε、ε’を求め
ている。
【００５６】
　第１回目と第２回目の実測非球面形状測定は、被検レンズ１の非球面形状保証範囲内の
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同一測定範囲である測定開始点Ｓから測定終了点Ｅまでの断面形状を測定し、各領域の非
球面軸より、非球面全体としての軸、即ち最適非球面軸Ｌａの１回目の測定における位置
Ｃ及び２回目の測定における位置Ｃ’を演算にて算出している。
【００５７】
　第１回目の測定開始点Ａ点から最適非球面軸の位置Ｃ点までの距離ＡＣおよび第２回目
の測定開始点Ａ’点から最適非球面軸位置Ｃ’点までの距離Ａ’Ｃ’が演算にて求められ
る。
【００５８】
　被検面上のレンズ外径部（所定位置）Ｔ点からＣ点及びＣ’点までの距離が判らないと
レンズ外径を基準とした被検面の最適非球面軸の偏心量をもとめることができない。
【００５９】
　しかし、第１回目の測定と第２回目の測定は同一測定開始点Ｓから測定しているので、
第１回目測定の外周部分に対応するＴ点（所定位置）から所定量離れたＡ点（第１の基準
位置）までの距離（所定量）ＴＡと第２回目測定のＴ点からＡ’点（第２の基準位置）ま
での距離（所定量）ＴＡ’は同じである。
【００６０】
　図１において距離ＴＣ＝距離ＴＡ＋距離ＡＣであり、図２において距離ＴＣ’＝距離Ｔ
Ａ’＋距離Ａ’Ｃ’である。
【００６１】
　レンズ外径の中心に対する最適非球面軸Ｌａの位置の偏心量Δ＝（距離ＴＣ－距離ＴＣ
’）／２であるが、距離ＴＡ＝距離ＴＡ’の関係からレンズ外径に対する最適非球面軸Ｌ
ａの位置の偏心量Δ＝（距離ＡＣ－距離Ａ’Ｃ’）／２で求めることができる。
【００６２】
　最適非球面軸Ｌａの傾き偏心量Δεについては、第１回目に測定した傾き量をε、第２
回目に測定した傾き量をε’とすると、レンズ保持部材２で受けているレンズ面に対して
傾き偏心量Δε＝（ε－ε’）／２で求めることができる。
【００６３】
　実施例１に基づいて実際にフォームタリサーフを用いて測定した実測例を示す。被検レ
ンズ１の非球面形状測定走査方向は図１３に示すように複数の方向１～方向８までの８方
向について被検レンズ１を回転させながら実測した例を示している。
【００６４】
　最適非球面軸の位置の偏心量をシフト量ΔＳとし、最適非球面軸の傾き偏心量をチルト
量ΔＴとする。
【００６５】
　図１４に方向１と１８０度反転させた方向５から測定したデータを示す。非球面形状の
測定開始点から最適非球面軸までの距離がＸｔとして算出されている。
【００６６】
　また、最適非球面軸の傾き量はチルトとして算出されている。方向１と方向５からの走
査実測データのうちシフト量を１Ｘｔ，５Ｘｔ，チルト量を１チルト、５チルトとすると
最適非球面軸のシフト量ΔＳ１５＝（１Ｘｔ－５Ｘｔ）／２
　　　　　　　　　　　＝（２．６８９６－２．６９５５）／２
　　　　　　　　　　　＝－０．００３ｍｍ
最適非球面軸のチルト量ΔＴ１５＝（１チルト－５チルト）／２
　　　　　　　　　　　＝（０．０９９９－０．００２６）／２
　　　　　　　　　　　＝０．０４９ｄｅｇ
　図１４に示す走査測定方向と直交する方向３，７の実測データを図１５に示す。
【００６７】
　図１５には方向３と方向７からの走査実測データのうちシフト量を３Ｘｔ，７Ｘｔ，チ
ルト量を３チルト，７チルトとすると、
　非球面軸シフト量ΔＳ３７＝（３Ｘｔ－７Ｘｔ）／２
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＝（２．６６５８－２．７２１７）／２
＝－０．０２８ｍｍ
非球面軸チルト量ΔＴ３７＝（３チルト－７チルト）／２
＝（０．４１５４－（－０．３７０６））／２
＝０．３９３ｄｅｇ
　図１４と図１５に示す方向１，５と直交する方向３，７とのシフト量ΔＳ１５，Δ３７
、チルト量ΔＴ１５，ΔＴ３７から被検レンズ１の偏心の方向と量が算出できる。
【００６８】
　方向１，５と方向３，７の直交する２方向からの算出される
方向１，５と方向３，７のシフト量ΔＳ１５３７
【００６９】
【数１】

＝０．０２８ｍｍ
　方向１，５と方向３，７のチルト量ΔＴ１５３７
【００７０】
【数２】

＝０．３９６ｄｅｇ
　方向１，５と方向３，７のシフト量ΔＳ１５３７とチルト量ΔＴ１５３７の測定結果を
図１８に＋印で表示している。
【００７１】
　この測定方法の確からしさを確認するために方向２，６と方向４，８の直行する２方向
についても同様に測定した例を図１６、図１７に示す。
【００７２】
　図１６には方向２と方向６からの走査実測データにより
　非球面軸シフト量ΔＳ１６＝（２Ｘｔ－６Ｘｔ）／２
＝（２．６７１３－２．７１７８）／２
＝－０．０２３ｍｍ
　非球面軸チルト量ΔＴ２６＝（２チルト－６チルト）／２
＝（０．３４５１－（－０．２９２４））／２
＝０．３１９ｄｅｇ
　図１７には方向４と方向８からの走査実測データにより
非球面軸シフト量ΔＳ４８＝（４Ｘｔ－８Ｘｔ）／２
＝（２．６７７２－２．７１３７）／２
＝－０．０１８ｍｍ
非球面軸チルト量ΔＴ４８＝（４チルト－８チルト）／２
＝（０．３０５０－（－０．２５８９））／２
＝０．２８２ｄｅｇ
　方向２，６と方向４，８の直交する２方向からの算出される方向２，６と方向４，８の
シフト量ΔＳ２６４８
【００７３】

【数３】

＝０．０２９ｍｍ
　方向２，６と方向４，８のチルト量ΔＴ２６４８
【００７４】
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【数４】

＝０．４２６ｄｅｇ
　方向２，６と方向４，８のシフト量ΔＳ２６４８とチルト量ΔＴ２６４８の測定結果を
図１８に×印で表示している。
【００７５】
　直交する２方向の測定結果である
　方向１，５と方向３，７と方向２，６と方向４，８との差が測定誤差になるのであるが
、図１８に示す＋印と×印で示す測定結果はともにほぼ同じ偏心量と方向を示しており、
直交する２方向の測定のみで非球面軸の偏心量が測定可能であること示している。
【００７６】
　実施例１の実測例をフォームタリサーフを用いた例で示したが、２次元形状測定機は接
触測定方式のフォームタリサーフに限定するものではない。非球面形状を走査測定可能で
、最適非球面軸の位置と傾きを演算にて探索し算出できる機能を有していれば良い。また
３次元測定機能を有する測定機器を用いて２次元非球面形状を繰り返し測定しても同様な
効果がある。
【００７７】
　被検レンズとして両面が非球面形状の場合は、まず表面である第１面を上記方法にて測
定した後に、レンズを裏返して裏面である第２面を同様に測定することが可能である。表
面側の非球面軸偏心量と裏面側の非球面軸偏心量から相対的な非球面軸の偏心量を算出す
ることが可能である。
【００７８】
　また、被検レンズが図６に示すように光軸方向の位置決めのための受面側が凹面の場合
は、光軸方向のレンズ受治具２を平面形状にすることが可能である。また光軸と垂直方向
の位置決めのための突き当て治具３は図７に示す２本の位置決めピン３とすることも可能
である。
【００７９】
　次に本発明の実施例２について説明する。
【００８０】
　被検レンズ（非球面レンズ）の外径部が芯取り加工されていない加工途中の被検レンズ
の非球面軸の偏心状態を測定したい場合がある。芯取り加工前の被検レンズはレンズ外径
部の寸法が不安定なためレンズ外径を基準とする実施例１のような測定ができない。
【００８１】
　そこで、実施例２では、図８,図９に示すようにベルクランプの原理で被検レンズ１１
の光軸方向と、光軸と垂直方向の位置を決めて保持固定する。
【００８２】
　図１２は実施例２の斜視図である。図８～図１２において、被検レンズ１１を固定のレ
ンズ保持部材１２にのせ、可動のレンズ保持部材１３を被せ、軸完了後はレンズ保持部材
１３を退避させる。
【００８３】
　図８において、被検レンズ１１を固定された円筒断面の第１の円筒形のレンズ保持部材
１２に載せる、第１の円筒形のレンズ保持部材１２と同軸になるよう加工された、可動の
第２の円筒形のレンズ保持部材１３をレンズ保持部材１２と嵌合させながら被検レンズ１
１を挟み込みベルクランプの原理（回転軸が等しい固定のレンズ保持部材と可動のレンズ
保持部材を有し、双方で被検レンズを両レンズ面側からはさみ、被検レンズが双方のレン
ズ保持部材に密着すると、レンズ保持部材が接触している部分の厚さがレンズ面全周にわ
たって等しくなり、同時に被検レンズの光軸がレンズ保持部材の回転軸と一致する原理）
で被検レンズ１１の軸出しを行う。
【００８４】
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　この際、レンズ保持部材１２及び１３の貫通孔１２ａ，１３ａに空気を送り込むと被検
レンズ１１とレンズ保持部材１２との接触部の摩擦抵抗が軽減され、より高精度な軸出し
が可能となるので望ましい。
【００８５】
　図８に示すように軸出しがされた状態で、レンズ保持部材１２の貫通孔１２ａの空気を
減圧し、被検レンズ１１をレンズ保持部材２に吸着固定する。そして、図９に示すように
可動のレンズ保持部材１３を退避させる。
【００８６】
　尚、図８，図９においてＰＫはベルクランプの中心軸（所定位置）である。中心軸ＰＫ
から点Ａ又は点Ａ’までの距離（所定量）ＴＡ，Ｔ’Ａ’が図１，図２における所定量Ｔ
Ａ，ＴＡ’に相当（対応）している。
【００８７】
　その後は実施例１と同様に、非球面形状保証範囲内の同一測定範囲を測定子４を用いて
非球面形状を測定する。
【００８８】
　第１回目の測定が完了したら、被検レンズ１１を光軸に対し１８０度反転させ、図１０
に示すように、再度、レンズ保持部材１２を嵌合させ、レンズ保持部材１２及び１３の貫
通孔１２ａ，１３ａから空気を送り込み、被検レンズ１１の軸出しを行い、その後、レン
ズ保持部材１２の貫通孔１２ａの空気を減圧し、被検レンズ１１をレンズ保持部材１２に
吸着固定し、図１０に示すように第２回目の非球面形状を測定する。
【００８９】
　この第１回目と第２回目の非球面形状測定データから実施例１と同様に非球面レンズの
偏心量が求められる。
【００９０】
　実施例２の場合は、被検レンズの外径部が芯取り加工前の状態であっても、あたかもベ
ルクランク方式で芯取り加工されたレンズ外径部基準に対する非球面軸の偏心量を求める
ことが可能である。
【００９１】
　実際に非球面レンズ加工を行う現場において、芯取り加工前に非球面レンズの偏心精度
が測定できるメリットが大きい。
【００９２】
　また、芯取り加工後の非球面レンズにおいても、非球面レンズ自体の第１面側と第２面
側との相対的な非球面軸が偏心しているのか、それとも、非球面レンズ自体の相対的な非
球面軸には問題がなく、単純に芯取り加工誤差でレンズ外径に対する偏心が発生している
のかを解析することが可能となる。
【００９４】
　各実施例によれば、被検レンズの光軸方向と、光軸と垂直方向の位置決めを行う簡易な
治具と、非球面断面形状を測定する２次元形状測定器を用いることで、被検レンズの外径
に対する非球面軸の偏心量を高精度に測定することができる。また、芯取り加工前の被検
レンズにおいてもベルクランプ方式で外形芯取りされるであろう推定外径に対する非球面
軸の偏芯量を高精度に測定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】実施例１において第１回目の測定状態を示す断面図
【図２】実施例１において第２回目の測定状態を示す断面図
【図３】実施例１において第１回目の非球面形状測定結果図
【図４】実施例１において第２回目の非球面形状測定結果図
【図５】実施例１に係るレンズ保持部材の斜視図
【図６】実施例１において被検レンズ面が凹面の場合のレンズ保持部材の断面図
【図７】実施例１において被検レンズ面が凹面の場合のレンズ保持部材の斜視図
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【図８】実施例２における第１回目測定のレンズ軸出し保持状態の断面図
【図９】実施例２における第１回目測定のレンズ軸出し後の測定状態説明図
【図１０】実施例２における第２回目測定のレンズ軸出し保持状態の断面図
【図１１】実施例２における第２回目測定のレンズ軸出し後の測定状態説明図
【図１２】実施例２におけるレンズの保持部材の斜視図
【図１３】実施例１における非球面レンズの走査測定方向の説明図
【図１４】実施例１における方向１，５からの走査実測データ
【図１５】実施例１における方向３，７からの走査実測データ
【図１６】実施例１における方向２，６からの走査実測データ
【図１７】実施例１における方向４，８からの走査実測データ
【図１８】実施例１における非球面軸シフト量、チルト量の測定結果の説明図
【図１９】実施例１におけるレンズ面偏心量の求め方の説明図
【符号の説明】
【００９６】
１　被検非球面レンズ
２　光軸方向の位置を決めるためのレンズ保持部材
３　光軸と垂直方向の位置を決めるためのレンズ保持部材
４　非球面形状を測定するための測定子
５　ステージ台
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